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市民全体への選挙の重要性の周知

事業の目的

小中学生に選挙啓発ポスター作成を募集成人式において出席者全員に「選挙にのぞむ有権者としてこれだけ
は知っておこう」を配布し選挙への関心を高める。

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

行政委員事務局

なし
根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

森田 誠司
所管課情報 担当課： 668

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 全市民

高橋 雄二

評価対象外事業
選挙啓発事業事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
行財政改革
行財政改革の推進

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）
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25年度実績9月末の実績25年度予定
事業活動の実績（活動指標）

24年度実績単位項目
選挙啓発ポスター応募校
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成果指標
市内の小中学校に選挙啓発ポスターの作品を募集することにより、選挙がどのようなものかを知ってもらい、
関心をもってもらう。（作品を応募した校数）

001310

常時啓発として、新成人への啓発資料の配布、中学校の生徒会長選挙への投票箱等選挙備品の貸与、
小中学校への明るい選挙啓発ポスターの応募など特に若年層への啓発により選挙に関心を高めてもらう
事業を展開した。特に今年度から選挙人名簿に登録された新成人に対し選挙人としての自覚を持っても
らうため啓発はがきを発送した。今後は選挙時啓発時において、投票者数、投票率をリアルタイムにホー
ムページに掲載する等インターネットを活用した啓発に取り組むこととする。

自己評価
4目的の妥当性

市民ニーズへの対応 4

成果指標

指標設定の
考え方

伊予市内全校から作品を出してもらう。（底辺を広げる）小学校時から選挙に興味を持ってもらう。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度
001313

受益者負担の適正 3

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

B

B

C
手段の最適性 3

コスト効率 3

成果向上の可能性 4
施策への貢献度 3

市の関与の妥当性 3
事業の効果 3

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 3

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

課題認識

今年度より実施した選挙人名簿に初めて登録された新成人に対する啓発はがきの発送については、初
めての選挙に対する関心の向上に資することを期待したい。また、インターネットによる選挙運動も開始さ
れたことに伴い、インターネットを利用した選挙啓発にも工夫を凝らし、投票率の低い若年層への啓発、投
票率の向上に努めなければならない。

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

コスト効率 3
受益者負担の適正 4

B

二次評価
二次評価

（所属部長）
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

現状のまま継続する。


